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構築物

　

14,423,200

198,851

前渡金 445,540

7,512,239,117

278,919,887

17,619,600

23,097,658

320,309,901

 

87,083

17,560,882

7,191,929,216

50,000

137,083

7,132,638,797

59,153,336

87,083

美術品・収蔵品

6,466,348

減価償却累計額

有形固定資産合計

建設仮勘定

△ 541,897 5,924,451

259,312,678

384,257,708

△ 12,134,297 32,885,936

45,020,233

貸　 借　 対 　照 　表

（令和４年３月31日）

資産の部

(単位：円)

Ⅰ　固定資産

土地 3,679,000,000

１　有形固定資産

66,604,795

74,073,000

△ 7,468,205

△ 268,310,371 2,690,230,029

2,958,540,400

Ⅱ流動資産

未収学生納付金収入

その他未収入金

徴収不能引当金 △ 58,718

　資産合計

前払費用

たな卸資産

投資その他の資産合計

　固定資産合計

　流動資産合計

現金及び預金

59,153,336無形固定資産合計

建物

工具器具備品

図書

　減価償却累計額

２無形固定資産

ソフトウェア

車両運搬具

減価償却累計額

敷金保証金

３投資その他の資産

長期前払費用

減価償却累計額
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資産見返寄附金

寄附金債務

損益外減価償却累計額（△）

6,612,500,000

建設仮勘定見返施設費 14,423,200 545,644,527

515,379,843

6,612,500,000

84,683,746

7,512,239,117

　純資産合計 6,730,831,352

（うち当期総利益）

235,763,238

33,647,606

　負債・純資産合計

84,683,746

(84,683,746)

　利益剰余金合計

 

(単位：円)

Ⅰ固定負債

資産見返負債

負債の部

545,644,527

781,407,765

64,776,537

21,141,159

△ 268,400,072

302,047,678

339,500

14,401,869

未払金

410,000

149,096,042

預り金

　

未払消費税等

　流動負債合計

　資本剰余金合計

資本剰余金

純資産の部

地方公共団体出資金

Ⅰ資本金

　資本金合計

預り科学研究費補助金等

Ⅱ流動負債

資産見返運営費交付金等

資産見返物品受贈額

　固定負債合計

1,439,615

Ⅱ資本剰余金

　負債合計

当期未処分利益

Ⅲ利益剰余金
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補助金等収益

施設費収益

資産見返運営費交付金等戻入

共通テスト実施収入 4,483,230

7,054,200

626,223

22,852,735

34,216,809

臨時損失

84,683,746

1,741,052,257

22,560,9072,747,595

財産貸付料収益

雑益

科学研究補助金間接経費収入

手数料収益

276,480,333

34,843,032

3,639

7,974,182

3,639

7,285,500

承継備品費

58,168,800

277,154,308

3,909,400

70,400

14,433,030

893,014,675

研究経費 49,608,884

教育研究支援経費 21,478,632

1,656,368,511

1,435,315,789

221,052,722

1,314,505,236

　損　益　計　算　書

 （令和３年４月１日～令和４年３月31日）

経常費用

(単位：円)

教育経費 180,300,235

業務費

84,683,746

96,947,28896,947,288

84,683,746当期総利益

当期純利益

経常利益

その他雑益

臨時利益

物品受贈益

経常収益合計

一般管理費

職員人件費

受取利息

検定料収益

資産見返物品受贈額戻入

財務収益

資産見返負債戻入

96,947,288 96,947,288

教員人件費

役員人件費

入学金収益

授業料収益

運営費交付金収益

経常費用合計

経常収益
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Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 152,445,602

人件費支出 △ 1,158,690,406

その他の業務支出 △ 141,453,436

運営費交付金収入 1,314,505,236

授業料収入 248,957,950

入学金収入 41,620,800

検定料収入 7,054,200

寄附金収入 410,000

預り科学研究費補助金収支差額 21,141,159

その他の預り金収支差額 64,776,537

その他の収入 22,341,014

　業務活動によるキャッシュ・フロー 268,217,452

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 69,667,204

施設費による収入 80,366,000

　　　小計 10,698,796

利息及び配当金の受取額 3,639

　投資活動によるキャッシュ・フロー 10,702,435

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー -                    

Ⅳ　資金に係る換算差額 -                    

Ⅴ　資金増加額 278,919,887

Ⅵ　資金期首残高 -                    

Ⅶ　資金期末残高 278,919,887

キャッシュ・フロー計算書
(令和３年４月１日～令和４年３月31日）

（単位：円）
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Ⅰ 当期未処分利益 84,683,746

当期総利益 84,683,746

Ⅱ 利益処分額

地方独立行政法人法第40条第3項により

設立団体の長の承認を受けようとする額

　　教育研究の質の向上及び組織運営

　　の改善目的積立金 84,683,746 84,683,746 84,683,746

利益の処分に関する書類(案）

(単位：円）

第１期事業年度（令和　年　月　日）

上記積立金は、教育、研究の質の向上及び組織運営の改善に充てることを基本とする目的積立金であ
ります。

-５-



Ⅰ　業務費用

(1) 損益計算書上の費用

業務費 1,435,315,789

一般管理費 221,052,722

臨時損失 96,947,288 1,753,315,799

(2) (控除） 自己収入等

授業料収益 △ 277,154,308

入学金収益 △ 58,168,800

検定料収益 △ 7,054,200

財務収益 △ 3,639

雑益 △ 15,275,407 △ 357,656,354

業務費用合計 1,395,659,445

Ⅱ　損益外減価償却相当額 268,400,072

Ⅲ　引当外賞与増加見積額 △ 2,493,900

Ⅳ　引当外退職給付増加見積額 △ 103,238

Ⅴ　機会費用

59,464,117

14,192,432 73,656,549

Ⅵ　行政サービス実施コスト 1,735,118,928

（令和３年４月１日～令和４年３月31日）

地方公共団体出資の機会費用

行政サービス実施コスト計算書

国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料
による貸借取引の機会費用

（単位：円）
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　　原則として、期間進行基準を採用しております。

　　なお、退職一時金については、費用進行基準を採用しております。

　２　減価償却の会計処理方法

　　⑴　有形固定資産

　　　定額法を採用しております。

　　　　建物　　　　　　　　２～３６年

　　　　構築物　　　　　　　２～３３年

　　　　工具器具備品　　　　２～　６年

　　⑵　無形固定資産

　　　定額法を採用しております。

　３　引当金の計上基準

　　⑴　徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準

　　⑵　賞与引当金及び見積額の計上基準

　　⑶　退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

　４　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　貯蔵品については、最終仕入原価法による低価法を採用しています。

Ⅰ　重要な会計方針

　１　運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

　　　耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としております。主な資産の耐用年数は以下
　　のとおりであります。

　　　なお、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、損益
　　外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

　　　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて
　　おります。

　　　債権の回収不能による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
　　等特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　　役員及び教職員に対して支給する賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源措置が
　　なされているため、賞与引当金は計上しておりません。

　　　なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当期末の引当外賞与
　　見積額から当期首の同見積額を控除した額を計上しております。

　　　退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は
　　計上しておりません。

　　　なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行政法人
　　会計基準第８９第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上し
　　ております。

注　　　　　　記
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　５　行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

　　　沖縄県行政財産使用料条例に基づき、使用料を算定しております。

　　⑵　地方公共団体出資の機会費用の計算に使用した利率

　　　新発１０年国債の令和４年３月末利回りを参考に０．２１０％で計算しております。

　６　リース取引の会計処理 

　７　消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。

Ⅱ　貸借対照表関係

　１　賞与引当金の見積額

　２　退職給付引当金の見積額

Ⅲ　キャッシュ・フロー計算書関係

　１　資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

　　令和４年３月３１日

　　現金及び預金　　278,919,887円

　２　重要な非資金取引の内容

　　⑴　現物出資の受入による資産の取得

　　土地          3,679,000,000円

　　建物          2,933,500,000円

　　⑵　承継による資産の取得
　　構築物       　　55,230,000円

　　工具器具備品　   38,717,233円

　　図書　        　380,443,860円

　　美術品・収蔵品　258,892,677円

　　車両運搬具　    　1,263,889円

　　ソフトウェア　　 73,941,670円

　　⑶　無償譲渡による備品・消耗品の取得
　　備品・消耗品 　　96,947,288円

　　⑷　現物寄附の受入による資産の取得

　　図書　　　　　　　1,439,615円

　　美術品・収蔵品　　　200,001円

　　⑴　国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法

　　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る
　方法に準じた会計処理によっております。

　　運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額は　67,678,724円です。

　　運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額は　369,551,268円です。
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Ⅳ　行政サービス実施コスト計算書関係

　　

　引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額の対象　

Ⅴ　金融商品に関する事項 

　１　金融商品の状況に関する事項

　　当法人は、資金運用については預金に限定し実施しております。

　

　２　金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額(＊) 時価(＊) 差額(＊)

　⑴　現金及び預金  278,919,887 278,919,887 -

　⑵　未払金 (149,096,042) (149,096,042) -

　　　 

(＊)負債で表示されているものについては、（　　）で表示しております。

　(注)金融商品の時価の算定方法

　　⑴　現金及び預金

　　⑵　未払金

Ⅵ　減損会計関係

　該当事項はありません。

Ⅶ　重要な債務負担行為

　該当事項はありません。

Ⅷ　重要な後発事象

　該当事項はありません。

　　資金運用にあたっては当法人が適用する地方独立行政法人法第43条の規定に基づき実施しておりま
　すが、公債・社債及び株式等は保有しておりません。

　　期末日における貸借対照表上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　　　（単位：円）

　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
　　よっております。

　　　未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
　　よっております。

　引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額の中には、沖縄県からの派遣職員に係るもの
が以下のとおり含まれております。

　・引当外賞与増加見積額のうち派遣職員に係る額      ▲1,393,208円

　・引当外退職給付増加見積額のうち派遣職員に係る額      158,025円
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附属明細書



（単位：円）

当　  期
償 却 額

当    期
損 益 内

当    期
損 益 外

建　物 2,933,500,000 23,892,000 - 2,957,392,000 268,243,047 268,243,047 - - - 2,689,148,953

構築物 - 18,843,000 - 18,843,000 157,025 157,025 - - - 18,685,975

計 2,933,500,000 42,735,000 - 2,976,235,000 268,400,072 268,400,072 - - - 2,707,834,928

建　物 - 1,148,400 - 1,148,400 67,324 67,324 - - - 1,081,076

構築物 55,230,000 - - 55,230,000 7,311,180 7,311,180 - - - 47,918,820

工具器具備品 38,717,233 6,303,000 - 45,020,233 12,134,297 12,134,297 - - - 32,885,936

図書 380,443,860 3,813,848 - 384,257,708 - - - - - 384,257,708

車両運搬具 1,263,889 5,202,459 - 6,466,348 541,897 541,897 - - - 5,924,451

計 475,654,982 16,467,707 - 492,122,689 20,054,698 20,054,698 - - - 472,067,991

土　地 3,679,000,000 - - 3,679,000,000 - - - - - 3,679,000,000

美術品・収蔵品 258,892,677 420,001 - 259,312,678 - - - - - 259,312,678

建設仮勘定 - 14,423,200 - 14,423,200 - - - - - 14,423,200

計 3,937,892,677 14,843,201 - 3,952,735,878 - - - - - 3,952,735,878

土　地 3,679,000,000 - - 3,679,000,000 - - - - - 3,679,000,000

建　物 2,933,500,000 25,040,400 - 2,958,540,400 268,310,371 268,310,371 - - - 2,690,230,029

構築物 55,230,000 18,843,000 - 74,073,000 7,468,205 7,468,205 - - - 66,604,795

工具器具備品 38,717,233 6,303,000 - 45,020,233 12,134,297 12,134,297 - - - 32,885,936

図書 380,443,860 3,813,848 - 384,257,708 - - - - - 384,257,708

美術品・収蔵品 258,892,677 420,001 - 259,312,678 - - - - - 259,312,678

車両運搬具 1,263,889 5,202,459 - 6,466,348 541,897 541,897 - - - 5,924,451

建設仮勘定 - 14,423,200 - 14,423,200 - - - - - 14,423,200

計 7,347,047,659 74,045,908 - 7,421,093,567 288,454,770 288,454,770 - - - 7,132,638,797

ソフトウェア 73,941,670 - - 73,941,670 14,788,334 14,788,334 - - - 59,153,336

計 73,941,670 - - 73,941,670 14,788,334 14,788,334 - - - 59,153,336

長期前払費用 - 87,083 - 87,083 - - - - - 87,083

敷金保証金 - 50,000 - 50,000 - - - - - 50,000

計 - 137,083 - 137,083 - - - - - 137,083

無形固定資産

投資その他の資産

有形固定資産
（特定償却資産）

有形固定資産
（特定償却資産以外）

非償却資産

有形固定資産合計

（１）固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第87　特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91　資産除去債務に係る特定の特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

資　産　の　種　類
期   首
残   高

当    期
増 加 額

当    期
減 少 額

期   末
残   高

減 価 償 却 累 計 額 減 損 損 失 累 計 額
差    引
当 期 末
残    高

摘要
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(2)　たな卸資産の明細

(3)　有価証券の明細

該当事項はありません。

(4)　長期貸付金の明細

該当事項はありません。

(5)　長期借入金の明細

該当事項はありません。

(6)　公立大学法人債の明細

該当事項はありません。

(7)　引当金の明細

注）一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見込額をもって

　　貸倒引当金を計上しております。

（単位：円）

種　　類 期首残高
当期増加額 当期減少額

期末残高 摘　　要
当期購入・
製造・振替 その他 払出・振替

-                198,851

その他

貯 蔵 品 -                              371,327 -                172,476 -                

摘要
目的使用 その他

198,851

計 -                              371,327 -                172,476

58,718                -                       -                       58,718                

（単位：円）

区　　　分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

注）

合　計 -                       58,718                -                       -                       58,718                

未収学生納付金収入 -                       
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(8)　資産除去債務の明細

該当事項はありません。

(9)　保証債務の明細

該当事項はありません。

(10)　資本金及び資本剰余金の明細

注３）

注４）

注５）

注１）6,612,500,000円は、地方公共団体からの現物出資によるものです。

注２）258,892,677円は、地方公共団体からの無償譲与によるものです。

注３）42,735,000円は、施設費を財源とした固定資産の取得によるものです。

注４）220,000円は、授業料を財源とした美術品の取得によるものです。

注５）200,001円は、寄贈された美術品の取得によるものです。

(11)　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

(11)－1　積立金及び目的積立金の明細

該当事項はありません。

(11)－2　目的積立金の取崩しの明細

該当事項はありません。

（単位：円）

区　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

資本金

地方公共団体出資金 6,612,500,000 -                                -                                6,612,500,000 注１）

計 6,612,500,000 -                                -                                6,612,500,000

資本剰余金

資本剰余金

　施設費 - 42,735,000                   -                                

　無償譲与 258,892,677 -                                -                                258,892,677 注２）

42,735,000

　授業料 - 220,000                       -                                220,000

　寄附金等 - 200,001                       -                                200,001

計 258,892,677 43,155,001 -                                302,047,678

損益外減価償却累計額 -                                △ 268,400,072 -                                △ 268,400,072

差引計 258,892,677                 △ 225,245,071 -                                33,647,606
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(12)　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

(12)－1　運営費交付金債務

（単位：円）

(12)－2　運営費交付金収益

（単位：円）

(13)　運営費交付金以外の設立団体等からの財源措置の明細

(13)－1　施設費の明細

(13)－2　補助金等の明細

（単位：円）

(14) 役員及び教職員の給与の明細
（単位：円、人）

注１) 役員に対する報酬は、公立大学法人沖縄県立芸術大学役員報酬規程に基づき算出を行っております。

注２）教職員の給与及び退職手当は、公立大学法人沖縄県立芸術大学職員給与規程及び公立大学法人沖縄県立芸術大学職員退職手当規程に基づき算出を行っております。

　　　なお、退職手当は給料月額に勤続期間を勘案して算出を行っております。

注３）役員、教職員の支給人数には、年間平均支給人員数を記載しております。また、退職給付には、期末時の総支給人員数を記載しております。

注４）報酬又は給料等欄には受託研究費に含まれる人件費は含まれておりません。

注５）承継職員等はおりません。

(15)　開示すべきセグメント情報

該当事項はありません。

計 998,989,037                 294 174,429,765                 10,509,236                   5                             

245,145,410                 195 15,820,013                   -                                -                             合　計

常　勤 753,843,627                 99 158,609,752                 10,509,236                   5                             

非常勤

計 236,630,531                 67 39,849,802                   -                                -                             

103,568,169                 47 12,901,939                   -                                -                             職　　員

常　勤 133,062,362                 20 26,947,863                   -                                -                             

非常勤

計 750,172,012                 222 132,333,427                 10,509,236                   5                             

140,848,241                 144 2,918,074                    -                                -                             教　　員

常　勤 609,323,771                 78 129,415,353                 10,509,236                   5                             

非常勤

計 12,186,494                   5 2,246,536                    -                                -                             

729,000                       4 -                                -                                -                             役　　　員

常　勤 11,457,494                   1 2,246,536                    -                                -                             

非常勤

区　　分
報酬又は給与等 法定福利費 退職給付

金額 支給人員 金額 金額 支給人員

- - 22,852,735 -

- - - -

計 - 22,852,735 - -

- - 22,852,735 -

間接経費 - - - -合　計

直接経費 - 22,852,735 - -

- - - 4,870,000 - 5,293,000
国宝重要文化財等保存・活用
事業費補助金

文化庁  直接経費 - 4,870,000 -

- - - 17,982,735 - 18,200,000
文化芸術振興費補助金（大学
における文化芸術推進事業）

文化庁  直接経費 - 17,982,735 -

期末残高 摘要建設仮勘定
見返補助金等

資産見返
補助金等

資本剰余金
長期預り
補助金等

収益
名　称 交付元 経費の別 期首残高 当期交付額

当期振替額

合　計 61,067,600 14,423,200 42,735,000 3,909,400

施設整備費補助金 61,067,600 14,423,200 42,735,000 3,909,400

区　　分 当期交付額
左の会計処理内訳

摘要建設仮勘定
見返施設費

資本剰余金 その他

合　計 1,314,505,236 1,314,505,236

費用進行基準によるもの 10,509,236 10,509,236

期間進行基準によるもの 1,303,996,000 1,303,996,000

業務等区分
令和3年度

交付分
合　計

1,314,505,236 -

合　計 - 1,314,505,236 1,314,505,236 - - 1,314,505,236 -

令和3年度 - 1,314,505,236 1,314,505,236 - -

交付年度 期首残高
交付金

当期交付額

当期振替額
期末残高運営費

交付金収益
資産見返

運営費交付金
資本剰余金 小　計
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(16)　業務費及び一般管理費の明細
（単位：円）

教育経費

消耗品費 13,649,827

管理物品費 9,338,695

印刷製本費 7,467,053

水道光熱費 16,993,200

旅費交通費 2,048,807

通信運搬費 185,272

賃借料 16,765,298

車両燃料費 87,013

保守費 939,400

修繕費 1,891,226

損害保険料 80,030

諸会費 169,060

報酬・委託・手数料 47,923,152

奨学費 42,372,850

減価償却費 20,330,634

徴収不能引当金繰入額 58,718 180,300,235

研究経費

消耗品費 13,833,733

管理物品費 4,135,479

印刷製本費 4,545,810

水道光熱費 3,762,664

旅費交通費 3,376,176

通信運搬費 718,682

賃借料 1,603,307

修繕費 71,280

諸会費 246,920

会議費 60,000

報酬・委託・手数料 16,657,276

雑費 597,557 49,608,884

教育研究支援経費
消耗品費 2,886,997
印刷製本費 111,626
水道光熱費 1,740,106
旅費交通費 7,320
通信運搬費 3,965
賃借料 8,393,083
諸会費 61,000
報酬・委託・手数料 8,274,535 21,478,632

役員人件費
役員人件費

報酬 9,326,600
賞与 2,859,894
法定福利費 2,246,536 14,433,030

教員人件費
常勤教員給与

給与 442,713,079
賞与 166,610,692
退職給付費用 10,509,236
法定福利費 129,415,353 749,248,360

非常勤教員給与
給与 140,848,241
法定福利費 2,918,074 143,766,315 893,014,675

職員人件費

常勤職員給与

給与 100,942,977

賞与 32,119,385

法定福利費 26,947,863 160,010,225

非常勤職員給与

給与 87,748,500

賞与 15,819,669

法定福利費 12,901,939 116,470,108 276,480,333
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一般管理費
消耗品費 6,818,088
管理物品費 2,688,574
印刷製本費 4,433,947
水道光熱費 34,946,733
旅費交通費 164,990
通信運搬費 5,785,873
賃借料 35,434,766
車両燃料費 132,499
福利厚生費 1,172,520
保守費 1,188,000
修繕費 10,572,050
損害保険料 4,863,240
諸会費 1,326,500
報酬・委託・手数料 89,437,135
租税公課 346,100
減価償却費 14,512,398
交際費 17,718
雑費 7,211,591 221,052,722
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(17)  寄附金の明細
（単位：円、件）

注）

(18)  受託研究の明細

該当事項はありません。

(19)  共同研究の明細

該当事項はありません。

(20)  受託事業等の明細
該当事項はありません。

(21)　科学研究費補助金等の明細

注）上段（　）内に直接経費相当額を、下段に間接経費相当額を記載しております。

当期受入額 件　　数 摘　　要

2,049,616 (1,639,616） 1,010(1,008)

注）（　）は現物寄附によるもので、内訳として記載しております。

（単位：円）

種　　目 当期受入額 件　　数 摘　　要

日本学術研究会
科学研究費補助金・基礎研究Ｂ

(3,051,000) (3)

915,300 3

日本学術研究会
科学研究費補助金・基礎研究Ｃ

(9,700,000) (10)

2,910,000 10

日本学術研究会
科学研究費補助金・若手

(3,000,000) (4)

900,000 4

日本学術研究会
国際共同研究強化(B)

(2,100,000) (1)

630,000 1

日本学術研究会
科学研究費補助金・挑戦萌芽

(1,700,000) (1)

510,000 1

日本学術研究会
科学研究費補助金（分担金）・基礎
研究A

(200,000) (1)

60,000 1

日本学術研究会
科学研究費補助金（分担金）・基礎
研究Ｂ

(2,570,557) (14)

804,000 14

日本学術研究会
科学研究費補助金（分担金）・基礎
研究Ｃ

(1,054,000) (6)

316,200 6

日本学術研究会
科学研究費補助金（分担金）・挑戦
萌芽

(400,000) (1)

120,000 1

日本学術研究会
科学研究費補助金（分担金）・挑戦
開拓

(400,000) (1)

120,000 1

合　　計
(24,175,557) (42)

7,285,500 42
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(22)　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

①現金及び預金

（単位：円）

②未　払　金

（単位：円）

区　　分 金　　額 摘　　要

現金 404,370

普通預金 278,515,517

合　　計 278,919,887

区　　分 金　　額 摘　　要

人件費 25,262,662

合　　計 149,096,042

固定資産 2,739,088

その他 121,094,292
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